
 
 

平成 27 年度文部科学省委託事業 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度 

「総合的な教師力向上のための 

調査研究事業」報告書 

 

特別支援が必要な子どもに対する指導力を育成する，教職大学院の実習と連携

した長期インターンシップ（学校ボランティア）計画の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

上越教育大学 



 
 

 

  

本報告書は、文部科学省の初等中等教育等振興事業委託費に

よる委託事業として、上越教育大学が実施した平成２７年度

「総合的な教師力向上のため調査研究事業」の成果を取りまと

めたものです。 

  したがって、本報告書の複製、転載、引用等には文部科学省

の承認手続が必要です。 
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実施概要 

（１）課題認識 

小学校，中学校，高等学校の教員養成カリキュラムでは，特別支援教育に関しての組織的な教育

は限られており，実習経験を与えていない。一方，通常学級の中に在籍する特別な支援を必要とす

る子どもの割合は 1 割弱いて，新任者もそのような子どもを担当する可能性は高い。特別な支援を

必要とする子どもを理解し，子どもから信頼されるためには長期の時間が必要で，現状の教育実習

期間では困難である。現状の教員養成カリキュラムの中で長期の特別支援教育に関わる実習を実現

することが，今後の教員養成において緊急の課題である。 

 

（２）昨年度における取り組み 

 上越教育大学教職大学院には小学校，中学校，高校教師を指導する学生が進学する。その学生

は全て特別支援教育の免許は取得していない。しかし，現状の学校現場では特別な支援を必要と

する子どもを指導する力量が必要であることを意識し，その指導力向上を求める学生は少なくな

い。 

 一方，上越地方には特別支援教育で課題を抱えているが，学校のマンパワーの限界から十分に

対応できずに困っている学校は少なくない。 

 上越教育大学教職大学院では，学生のニーズと学校現場のニーズを調整し，両者のニーズが一

致する教育実習計画を学生と学校ごとに立てて，それを教育実習としている。 

 

（３）連携内容 

 平成２６年度より中郷中学校（以下，連携校とする）と連携した教育実習を実施した。具体的

には，特別支援学級（4 名）の教育計画を中郷中学校と協働で作成し，協働で授業実践を行った。

 教育実習期間は１０月から１２月であるが，特別支援学級の子どもたちを理解し，人間関係を

築くため 4月から学校と計画をすりあわせ，６月から週１日，学校に入って実践を行った。また，

子どもたちの成長を 5 月から継続的に記録し，分析している。それは実習期間が終わった１月以

降も継続している。 

 本年度は大学と学校が手探り状態で一つ一つ進めてきた。しかし，その結果として特別支援学

級の子どもに変容が見られた。具体的には以下のようなものがある。 

・４人のクラスで学年もバラバラな状況ですが，支援前に比べて４人で関わることが増えたこと，

また犬猿の仲と言われていた生徒同士も関わるようになった。 

・ほぼマンツーマンで指導できたので，計算力や漢字力など具体的な力をつけることができた。

・以前は分からないときには教師に聞いていたが，支援中，支援後は生徒同士で聞きあうように

なった。 

 このような成長に学生が関わることが出来たのも，年間を通した子どもとの関わりによるもの

が大きい。 

 

（４）調査研究の目的 

 教育実習と長期インターンシップ（学校ボランティア）を組み合わせることによって，長期の

特別支援学級での実践経験を可能にすることが出来る。本研究では，このような長期の実践経験

によって学生の実践能力が向上することを明らかにすることを目的とする。また，そのような成

果を上げられる教職大学院の実習と連携した長期インターンシップ（学校ボランティア）計画の

作成することを目的とする。 

 全国の教職大学院では長期の教育実習を，大学と実習校との調整で連携校が組織的に決まって

いる。この教育実習に長期インターンシップ（学校ボランティア）を組み合わせることによって，

年単位の実習を組織的に立ち上げ，それによって長期の実習経験を必要とする特別支援教育の指

導力向上を実現することが可能となり，その成果の波及効果は大きい。 
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（５）調査研究の具体的な内容・取り組み 

 本研究では平成２６年度に試行的に行った試みを基に以下を発展させる。 

１）連携校との連携調整が５月から始まったため，本年度は学校に入って子どもたちとの関係を

築き始めたのが６月からであった。本年度に関しては，平成２７年度に修士２年となる現修士１

年は４月より，また，新入学生は５月から学校に入り，子どもたちとの人間関係を築き，子ども

を理解することを始める。つまり，年間計画を再編成し，実施する。 

特に，本年度は特別支援学級と普通学級の連携を中心にする。 

２）平成２６年度は，主に一人の中学校教師と連携しつつ，授業計画を立てた。本年度はより多

くの教師と連携しつつ，多くの教科で実践を行いたい。そのために，組織的な研修を行う。 

なお，これを実施するために，特別支援教育及び共同的な学習に関する資料購入の予算を計上し

た。 

３）平成２６年度は，手探り状態であったため子どもたちの変容に関する記録が不十分であった。

また，学生の変容に関する記録が不十分であった。子どもの姿に関しては４月よりデータ収集を

行う。学生の変容に関しては，主に，新入学生の変容を記録する。 

データ記録機器は既にある機器を活用するが，充電池，DVD 等の消耗品を計上している。 

４）本研究の成果を臨床教科教育学会（玉川大学）と学校現場教師の集会である『学び合い』フ

ォーラム（オリンピックセンター）で発表する。また，関連する実践を行う小・中学校への資料

収集を行う。 

なお，これを実施するための，大学教員，連携校教諭，学生の旅費を計上した。 

 

（６）実施計画 

調査研究の実施計画 

４月 

 

 

 

 

５月 

 

 

 

６月 

 

 

 

７月 

 

 

 

８月 

 

 

年間計画の設定。在学院生が学校に入り，実践開始。 

第３回職員会議にて，昨年度の取り組みの反省から今年度の実践計画案の提示。 

それぞれの先生からのヒアリングに基づき，個別実践計画の作成開始。 

特別支援学級在籍生徒の通常学級の「英語」「理科」の授業への参加開始。院生によ

る個に応じた授業前後の支援も開始。 

新入院生が学校に入り，実践開始。 

個に応じた支援計画の策定のため，第１回教育相談時に生徒のニーズ調査の実施。

運動部所属生徒の市大会に向けた取り組みに寄り添い，生徒理解を深める。 

通常学級での授業時の生徒の言動のデータ収集と分析（ビデオとＩＣレコーダー）

第５回職員会議にて今年度の特別支援学級生徒の支援計画の提示。 

「がんばり遠足」にて生徒と共に活動し，生徒理解を図る。 

１学期期末テストに向けた学習方法の指導と学習支援。 

通常学級での授業時の生徒の言動のデータ収集と分析（ビデオとＩＣレコーダー）

ＰＴＡ個別面談にて個々の生徒の状況把握と今後の支援計画の再考。 

「高田開府４００年祭」に向け，通常学級にて合同で演劇練習の実施。 

「高田開府４００年祭」への作品制作。 

中間結果をまとめ，学期末職員会議にて成果と課題の共有。 

「なかごう夏まつり」にて学年発表のダンスに特別支援学級の生徒も合同で参加。

「なかごう夏まつり」へ出品する美術作品を特別支援学級の生徒と美術部が合同で

作成。 
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９月 

 

 

 

10 月 

 

 

11 月 

 

 

 

12 月 

 

 

 

１月 

 

 

２月 

 

 

３月 

 

東京における現場教師の研修会で中間結果の成果を発表する。 

体育祭に向けて特別支援学級の生徒を通常学級の一員として練習開始。 

校内研修にて職員間にて成果と課題の共有を行い，今後の教科拡充を呼びかける。

新人総合大会に向けた生徒活動支援（各種部活動との連携強化）。 

通常学級での授業時の生徒の言動のデータ収集と分析（ビデオとＩＣレコーダー）。

第２回教育相談と３学年の進路希望調査にて，今後の支援計画の再考。 

文化祭に向けた特別支援学級と通常学級（または各種部活動）の合同での取り組み

の支援。 

通常学級での授業時の生徒の言動のデータ収集と分析（ビデオとＩＣレコーダー）。

教育実習期間 

 従前の実践を継続し，記録分析を行う。 

小中合同音楽祭に向けた全校での取り組みへの支援 

２学期期末テストに向けた学習方法の指導と学習支援。 

教育実習期間 

 従前の実践を継続し，記録分析を行う。 

東京における臨床教科教育学会において成果を発表する。 

第２回ＰＴＡ教育面談にて個々の生徒の状況把握と今後の支援計画の再考。 

「英語」「理科」での状況把握のため，発話分析とアンケートによる調査活動 

教育実習期間 

 従前の実践を継続し，記録分析を行う。 

高田養護学校への体験入学。中高連携を視野に入れた話し合いの実施。 

３学期期末テストに向けた学習方法の指導と学習支援。 

研究のまとめと次年度につながる活動の提案 

通常学級，特別支援学級合同でのキャリア教育実施 

年度末職員会議にて今年度の成果と課題を反映した次年度への提案 

 

（７）実施における発展 

 当初は昨年度の連携先である上越市立中郷中学校で実施予定であったが，上越市立山部小学校・

中郷小学校・戸野目小学校，長野県中野西高校，胎内市立築地中学校において拡大実施した。 

 

（８）予算 

平成２７年度予算額 1,503,259 円 

諸謝金 225,000 円 

旅費 877,520 円 

印刷製本費 212,000 円 

消耗品費 110,100 円 

一般管理費 78,639 円 
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事業結果説明 
（１）事業の実施日程 

 
事 業 項 目 

実    施    日    程 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月

授業実践             

成果発表①  

 

 

 

 

 

 

 

1 日

2 日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

授業実践公開 

 

 

 

     16 日      

調査・資料収集        15～

19 日

    

成果発表②         

 

 10 日   

委託事業完了報

告書提出 

           31 日

 

（２）事業の実績の説明 

【実践調査】 

昨年度より継続して特別支援学級での実践を行っている上越市立中郷中学校には４月より週１回のペ

ースで入り始め，既に人間関係の築かれている子どもの学習支援を行った。 

当初の予定では無かったが，上越市立山部小学校，上越市立中郷小学校，上越市立戸野目小学校にお

いても特別な支援を必要とする子どもに対する学習支援の場を得ることが出来た。４月より学校長と本

事業の趣旨を説明し，学習支援の在り方を調整した。 

２学期の９月より大学院生が上記実践校に入り，その学校での具体的な学習支援計画をたてて学習支

援を行った。なお，上記の学校の教諭と調整しながら柔軟に計画を改良した。 

９月～１２月の４ヶ月間，週２回のペースで学校に入り，そこで記録したデータを分析した。 

１月～３月の３ヶ月間，週１回のペースで学校に入り，継続して特別な支援の必要な子どもの学習支

援を行った。 

【実践校調査】 

学習支援はおもに健常児との交流学習を主軸に行った。このことに関して先行して実践している，佐

賀県唐津市立鬼塚小学校，福島県伊達市立保原小学校に実践の調査を計画した。しかし，両校の管理職

が新年度に変わり，特別支援教育の方法も変動があった。 

そこで，佐賀県多久市立西渓小中学校，佐賀県日出町立藤原小学校，大分県中津市立真坂小学校，佐

賀県みやき町立三根中学校に調査校を変更した。また，別府市南部地区公民館では，地元の学校の先生

方との意見交換を行った。 

この中で，いずれに学校においても健常児との交流学習が有効であることを確認した。 
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【成果発表】 

８月１日，２日に東京のオリンピックセンターで開かれた教員の研修集会において，本事業の成果の

中間発表を行った。先年度より行っている中郷中学校に入っている学生は，その成果を踏まえた学習支

援計画と成果を発表した。また，上越市立山部小学校，中郷小学校，戸野目小学校に入っている学生は，

その学校との調整で作成した学習支援計画を発表した。 

１０月１６日に中郷中学校を会場として，実際の授業実践を公開した。 

１月１０日に玉川大学で開催された臨床教科教育学会では，成果を発表した。 

 

今回の事業に参加した学卒院生（学部を卒業しそのまま大学院に進学した院生）はいずれも，特別支

援教育の実践経験は無かったが，特別な支援を必要とする子どもの学習支援を経験し，その成果を発表

できた。 

現職派遣院生も中長期でじっくりと特別な支援を必要とする子どもの学習支援を学卒院生とチームに

なって経験することは新鮮であったと述べている。 

以上のように，本事業で目指したとおり，教育実習と長期インターンシップ（学校ボランティア）を

組み合わせることによって，長期の特別支援学級での実践経験を可能にし，総合的教育力を向上できる

ことが明らかになった。 

 

成果のまとめ 

 以下の実績に示されるように学生の実践力の向上があった。上越教育大学教職大学院のカリキュ

ラムにある学校支援フィールドワークは特別支援に関する実践力の向上に有効であることが明らか

になった。 

【学術，実践発表】 

８月１日～２日に開催された『学び合い』フォーラム，また，１月１０日に開催された臨床教科

教育学会で本事業の成果発表を行った。上記の発表内容を含む研究成果を付録１として，発表要項

等の頁に掲載した。また，現在論文作成中である。 

なお，本事業では，特別支援学級の教育計画を連携協力校と協働して作成し，協働で授業実践を

行ってきたが，中・長期的な授業実践を通じ子どもの変容を調査・分析し，長期インターンシップ

計画の作成を可能とするためには，特別な支援を必要とする子どもの丹念な発話記録が必要である。

事業実施にあたっては，特別な支援を必要とする子どもの様子を記録するために，教室全体の録画

記録，及びボイスレコーダーによる発話記録の収集を継続的に行い，収集した発話記録をプロトコ

ル化し,分析に使用した。収集した発話記録のプロトコル原稿の一部を付録２に掲載した。 

 

また，連携協力校における中・長期的な授業実践を通じ,特別な支援を必要とする子どもへの指導

に係る学生の実践力が認められ，以下の学校において，単発的に授業実践が実施された。 

 

・青森県八戸市立長者中学校 

・和歌山県紀美野町立野上小学校 

・和歌山県紀美野町立小川小学校 

・富山県南砺市立平中学校 

 ・京都市立塔南高校 

 ・佐賀県多久市立西渓小中学校 
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付録１ 発表要項等 
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OPP を用いた協同学習が児童の学習に及ぼす影響 

―ユニバーサルデザインを視点とした社会科の実践を通して―  
 

○田中 翔大 (上越教育大学教職大学院) 

水落 芳明 (上越教育大学教職大学院) 

 

 

要約 

 本研究では，小学校 5年生の社会科の学習において，学習目標を意識化して協同学習「学び合い」を

行い，単元の学習に見通しを持ちながら，一枚ポートフォリオ(以下，OPP)にて毎回の学習の振り返り

を記述する授業実践とその評価を行った。本発表では，本実践がユニバーサルデザインの考え方に即し

た学習としてどのような効果があるのか，OPPの記述の変容などについて検証した結果を報告する。 

 

キーワード：一枚ポートフォリオ(OPP),ユニバーサルデザイン(UD),見通しと振り返り,学び合い 

 

Ⅰ 問題の所在 

 近年，国際的に障害者の権利に関する整備が進

むなか，日本では「障害を理由とする差別の解消

の推進に関する法律」1)の施行が決まり，公立学

校におけるすべての子どもが共に学べる環境整備

は，喫緊の課題である。それに伴い，文部科学省

(2012)2)は，合理的配慮の充実を図る上で「基礎

的環境整備」は欠かせないとし，インクルーシブ

教育システムの構築に向けた，ユニバーサルデザ

イン(以下，UD)の考え方も考慮することの重要性

を示している。 

 近年の学校現場では，アメリカの非営利団体

CAST(Center for Applied Special Technology) 

(2011)3)による「学び(学習)のユニバーサルデザ

イン」の実践や，授業のユニバーサルデザイン研

究会(2010)4)による「授業のユニバーサルデザイ

ン」の実践が多くとりざたされている。また，涌

井(2014)5)は，「学び方を学ぶ」考え方を活かした

協同学習の実践を，UD な授業と言い換えられると

している。 

涌井(2014)6)の実践に注目したところ，「学び方

を学ぶ」ことは，子ども自身が自ら学び方をふり

かえることができることがポイントとしている。

振り返りは，小学校学習指導要領総則編(2008)7)

において，「児童が学習の見通しを立てたり学習し

たことを振り返ったりする活動」とされているよ

うに，見通しと密接な関係がある。また，特別支

援学校の指導においても見通しを持たせることの

重要性は多く述べられており，例えば，知的障害

のある児童生徒には，「自ら見通しを持って行動で

きるよう，日課や学習環境などをわかりやすく…」

と記されている 8)。このように，見通しと振り返

りは，すべての子どもが共に学べる環境整備とし

て欠かせないことが分かる。 

見通しと振り返りに着目した実践としては，堀

(2006)9)の一枚ポートフォリオ評価(以下，OPPA)

がある。OPPAは，一枚ポートフォリオ(以下，OPP)

を通して学習目標を意識化し，見通しを持って学

習を進められ，記録した学習履歴によるふり返り

が可能になるとしている。 

さらに，見通しと振り返りを基盤とした協同学

習として，水落(2011)10)は，小学校理科において，

「目的」「評価時期」「評価基準」を教師が学習者

に明示した「学び合い」の授業を行い，学習者に

共通認識を持たせて学習を行わせることで，目標

と学習と評価が一体化し，学習者が自主性を持っ

て学習に臨むことができることを明らかにした。 

また，目標に関する研究として，水野ら(2013)11)

は，「説明する」などといったアウトプット型の目

標表現を用いることで，目標が共有され，授業の

目標を理解して取り組むことができたとしている。 

しかし，OPPの記述を通して，単元の学習の見

通しと振り返りを形成的に行い，学習目標を意識

化した協同学習「学び合い」による学びが，UDの 
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考え方に即した学習としてどのような効果がある

かは，検証されていない。 

 

Ⅱ 研究目的 

 本研究では，学習目標を意識化した上で，協同

学習「学び合い」を行い，単元の学習に見通しを

持ちながら，OPPにて毎回の学習の振り返りを記

述することが，UD の考え方に即した学習としてど

のような効果があるかについて明らかにすること

を目的とする。 

 

Ⅲ 研究方法 

１．調査対象 

 新潟県公立小学校第 5学年 3クラス 91 名 

２．調査時期 

 2015 年 12月 

３． 学習単元及び時数 

 社会科：「工業の今と未来」(教育出版)全 5時間 

４．記録方法 

・ビデオカメラ 2台を教室の前後対角線上に設置

し，教室全体の様子，授業者の発話をワイヤレ

スマイクにて記録した。 

・UD の考え方に即した学習としての効果を検証す

るため，CAST(2011)12)の「Universal Design for 

Learning Guidelines version 2.0.」を参考に

作成した自作アンケートにて，学習者へのアン

ケート調査を行った。 

５．授業デザイン 

・本研究の実践は，涌井(2014)13)を参考とし，「学

び方を学ぶ」振り返りの場を OPP にて行い，協

同学習を「学び合い」の授業デザインで行う。 

・目標表現の述語は，アウトプット型述語「書け

る」とする。目標表現の述語「説明する」を検

証した真島ら(2014)14)実践を参考に，「目標の確

認」「内容の学習」「自由交流」「振り返りの記述」

の手順で授業運営する。 

・振り返りの記述に関しては，堀(2006)15)を参考

に OPPシートを作成し，評価を行う。毎時間の

振り返りの記述時間は 5分間とする。 

 

Ⅳ 結果 

 現在調査継続中のため，学会当日に発表する。 

 

【引用文献】 

1)内閣府: 平成二十五年法律第六十五号,2013. 

http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/law_

h25-65.html,(2015.10.26閲覧). 

2)文部科学省:初等中等教育分科会第 80回,2012. 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo

/chukyo3/siryo/1325880.htm,(2015.10.26閲

覧). 

3)CAST：「Universal Design for Learning Guidelines 

version 2.0. Wakefield, MA: Author」,2011 . 

4)授業のユニバーサルデザイン研究会：「授業のユ

ニバーサルデザイン Vol.1 全員が楽しく「わ

かる・できる」国語授業づくり」,東洋館出版

社,2010. 

5)涌井恵：「学び方を学ぶ 発達障害のある子ども

みんな共に育つユニバーサルデザインな授業・

集団づくりガイドブック」,p.32,ジアース教育

新社,2014. 

6)前掲書 5),p.54. 

7)文部科学省：「小学校学習指導要領解説 総則

編」,pp.58-59,東洋館出版社,2008. 

8)文部科学省：「特別支援学校学習指導要領解説 

総則等編(幼稚部・小学部・中学部)」,p.244,

教育出版,2009. 

9)堀哲夫：「一枚ポートフォリオ評価 小学校

編」,pp.8-30,日本標準,2006. 

10)水落芳明：「理科実験場面における言語情報と

『形態情報』による評価のフィードバック機能

に関する研究」,理科教育学研究,52(1),pp.75- 

85,日本理科教育学会,2011. 

11)水野大輔・水落芳明：「授業の目標表現が授業

時間内の評価に与える影響に関する事例的研

究｣．臨床教科教育学会誌,13(1),pp.39-46,臨床

教科教育学会,2013. 

12)前掲書3). 

13)前掲書5),pp.32-48 

14)真島徹也・水野大輔・荒井千尋・水落芳明・三

崎隆：「アウトプット型の述語を用いた目標表現

の授業デザインが学習者のまとめの記述に与え

る効果に関する事例的研究」,臨床教科教育学会

誌,14(1),pp.63-70,臨床教科教育学会,2014. 

15)前掲書 9). 
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特別支援的なアプローチによる集団づくりの試み 

高等学校におけるアクティブ・ラーニングへの不満に関する事例的研究 

 

〇福島 佳之（長野県茅野市立長峰中学校） 

〇大野 健太（上越教育大学教職大学院） 

 西川 純 （上越教育大学教職大学院） 

 

要旨 

過去に不登校の経験を持つが今は登校できている生徒が，アクティブ・ラーニング授業への不満

を訴えた。内容は以下のとおりであった。 
「授業中に誰かに説明する活動が苦しい」「説明相手を先生が決めてほしい」 
「授業はわかる 説明することにも自信がある」 
この訴えに対し，以下の 3 点を試みた。 
①合理的配慮として，まずはこの生徒の訴えを傾聴し，要望を取り入れること 
②周りの生徒へこの生徒の思いを伝えること 
③集団の多様性が関わりの可能性を高めることを期待し，異教科異学年の合同教科学習『学び合

い』授業を実践すること  
 以上のことを通して認知的，倫理的，社会的能力の育成を図り，インクルーシブな集団づくりを

試みた。 
 明らかにした点は次の 2 点である。第 1 は，高等学校におけるアクティブ・ラーニング『学び合

い』学習において学習者はどのような不満を持つことがあるのかを明らかにすることである。第 2
は，その不満の解消に有効な手立てを検討・実践し，評価することである。その結果，学習者およ

び授業者にどのような意識の変容があらわれたか報告する。 
 

キーワード：アクティブ・ラーニング，『学び合い』，高等学校，不満 
 

Ⅰ 問題の所在 

 文部科学省(2014)は，「どのように学ぶか」とい

う学びの質や深まりを重視することが必要であり，

課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ

学習（いわゆる「アクティブ・ラーニング」）やそ

のための指導の方法等を充実させていく必要があ

るとしている 1)。さらに，文部科学省(2015)は，

平成 31 年度より導入される「高等学校基礎学力テ

スト(仮称)」を各学校において学習改善や指導改

善等に活用しつつ，高校生が身につけるべき基礎

学力の確実な育成を目指すとともに，アクティ

ブ・ラーニングの視点からの学習・指導方法の改

善を図ることなどを通じて，生徒一人一人の多様

な進路に応じて必要となる資質・能力を確実に育

んでいくことを高等学校教育改革の具体的方策の

一つとしている 2) 。以上のことから高等学校にお

けるアクティブ・ラーニングの実践とリフレクシ

ョンは喫緊の課題と言える。 

西川(2015)はアクティブ・ラーニングの確立さ

れた手法の一つとして『学び合い』を挙げている。 

『学び合い』とは，「一人も見捨てない」という願

いのもと，児童・生徒らが子ども同士で教え合い，

学び合い，自発的に学習していく授業である 3)。 

クラスや学年，教科を超えてクラス同士が合同で

『学び合い』をする「合同『学び合い』」では，週

に一度程度であっても学年を超えた多様な対人関

係を体験する機会になり，対人スキルを向上させ

ることが可能であると述べている 4)。 
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 『学び合い』や学習者の自由な交流による学習

に関わる研究成果として次のものが挙げられる。 

 小林ら(2007)は，小学校における学び合い授業

の実践者(教師)は，学級全員が目標を理解するこ

と，子どもの活動時間を充分に保証すること，子

どもが主体的に関わりあえるような間接的な働き

かけをすることを重視して，学び合い授業を成立

させていることを明らかにしている 5)。野口ら

(2009)は，小学校において，上位児が発展的な学

習を行うとともに，その内容を他の学習者へ伝達

する役割を担い，学習課題を達成するために必要

な発話を多く行う『学び合い』をリードする学習

者となっていることを明らかにしている 6）。若山

ら(2011)は，へき地・小規模・複式学級を有する

小学校において，全校『学び合い』算数の授業実

践を展開することで，児童同士の会話量と質，学

習成果，人間関係のいずれにおいても改善や向上

が見られることを明らかにしている 7)。岡田ら

(2014)は高等学校地理の『学び合い』において，

学習者は地理用語など言葉の躓きを学習者同士の

相互作用によって問題解決が行われていると述べ

ている 8)。また，片桐(2005)は，高等学校におい

て作文学習を学習者同士の自由な交流によって行

うことで，書き手の意図を読み手により伝えられ

る作品を作ることができると述べている 9)。 

 このように，『学び合い』授業や学習者同士の自

由な交流による学習のさまざまな有効性について

明らかにされているが，高等学校をフィールドと

した『学び合い』の実践研究は少なく，『学び合い』

授業における学習者の不満に着目して調査した研

究は管見の限り見当たらない。 

  

Ⅱ 研究目的 

本研究では，高等学校におけるアクティブ・ラ

ーニング『学び合い』授業において，学習者はど

のような不満を持つことがあるのか明らかにする。

また，その不満の解消に有効な手立てとして合同

『学び合い』や声がけなどを検討・実践し，評価

を行う。その結果，学習者および授業者にどのよ

うな意識の変容があらわれたかを明らかにする。 

 

Ⅲ 研究方法 

１ 調査期間 平成 27 年 5月～11月 

２ 調査対象 

  N県 N市 N高等学校 2年生 1 講座 

  授業者 1名 

３ 記録方法 

 ・ビデオカメラを授業会場の対角に設置して

全体を録画し，対象生徒の様子を記録した。 

・生徒および授業者にボイスレコーダーをつ

け，学習中の会話を記録した。 

・生徒にアンケート調査，インタビュー調査，

及び授業者にインタビュー調査を実施し

た。 

・生徒から『学び合い』授業に関わる不満に

ついて相談を受けた教員にインタビュー

調査を実施した。 

 ４ 実践手続 

  (1)不満の具体を調査し，その解消に有効な手

立てを検討する。 

（2)授業実践し上記の方法で記録する。 

(3)学習者と授業者の変容を分析する。 

５ 分析方法 

  （分析 1）『学び合い』に不満を持つ生徒の不

満の具体について分析する。 

  （分析 2）『学び合い』に不満を持つ生徒の発

話を質的，量的に分析する。 

  （分析 3）アンケート，インタビューの内容

を分析する。 

 

Ⅳ 結果 

高等学校におけるアクティブ・ラーニング『学

び合い』授業における学習者の不満は，表現する

活動へ苦手感や定期テストの不本意な得点が授業

に起因したという思いなどによることがわかった。

不満を持った学習者の思いを汲んで授業を工夫す

ることにより学習活動が改善し授業の満足度が増

すとともに定期テストの得点を自分の学習の成果

として受け止めることができるようになることが

明らかになった。 
※詳細については当日発表する。 

 

引用・参考文献 

1)文部科学省：「初等中等教育における教育課程の基

準等の在り方について(諮問)」，2014． 

2)文部科学省：「高大接続システム改革会議「中間ま
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3)西川純：「すぐわかる！ できる！ アクティブ・ラ

ーニング」pp.31-33，学陽書房，2015 

4)西川純：「学校が元気になる『学び合い』ジャンプ

アップ」，pp.20-21.学陽書房，2013． 

5)小林千鶴，西川純:「子ども同士の『学び合い』を

促す教師に関する研究」，臨床教科教育学会誌，臨

床教科教育学会，7(1) ，pp.17-54，2007. 

6)野口雄一，西川純:「『学び合い』をリードする学

習者に関する研究」，臨床教科教育学会誌，臨床教

科教育学会，9(1) ，pp.35-60, 2009．  

7)若山浩子，伊藤善隆，西川純：「へき地・小規模・

複式学級を有する学校における全校『学び合い』
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学会，vol.11(1) ，pp.77-88，2011． 

8)岡田哲典，関谷明典，西川純：「高等学校地理での

‟言葉”の問題に関する事例的研究」，臨床教科教

育学会誌，臨床教科教育学会， vol.14(1) ，

pp.11-17，2014． 
9)片桐史裕，西川純：「高校生における作文共同編集

と伝達の研究」，臨床教科教育学会誌，臨床教科教
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中学校全校『学び合い』の実践 

～学習意欲の低い生徒の変容に着目して～ 

 

〇永田 倫之(上越教育大学教職大学院) 

西川  純(上越教育大学教職大学院) 

 

 

要約 

 本研究の目的は，学年ごとに異なる課題を提示され全学年の生徒が 1 つの教室に集まり学習をする，

全校『学び合い』英語の実践により，学習意欲の低い生徒がどのように変容するのかを明らかにするこ

とである。その結果，一斉指導時には課題に取り組まない生徒が全校『学び合い』英語では友達と一緒

に課題に取り組んだり，友達にわからないところを質問したりするなど，学習意欲が向上している姿が

見受けられた。 

 

キーワード:全校『学び合い』，中学校，学習意欲 

 

Ⅰ 問題の所在 

 文部科学省(2008)は，「学習意欲の向上と学習習

慣の確立」を含めた 7つの基本的考え方をもとに，

平成 20年に学習指導要領を改訂した 1)。学習意欲

の向上は現行の学習指導要領において重要な課題

である。しかし，平成 27年度 全国学力・学習状

況調査において同一世代(平成 24 年度に小学 6年

生，平成 27年度に中学 3年生)では，理科，国語，

算数・数学の関心意欲態度の質問項目の肯定的回

答が減少している 2)。このように学習意欲は低下

している状況が見受けられる。国立教育政策研究

所(2007)は,「学習課題の達成に向けて，子どもた

ちが互いに刺激し合い助け合い協力し合い協働す

るならば，子どもたちの学習意欲は促進するし高

まる」と述べている 3)。 

このように仲間と協同しながら学習をする教育

実践として『学び合い』が挙げられる 4)。中島ら

(2009)は「中学校社会において，生徒自身に追究

の手だてを任せたことにより，生徒の学習に向か

う姿勢が前向きになり，意欲的な取組がみられる

ようになった。」ことを明らかにしている 5)。この

ような研究の多くは，学級での実践結果である。 

小林・西川(2003)は中学校理科において，異学

年学習を実践し，「異学年間でも課題についての会

話が成立し，学び合いは発生すること」を明らか

にした 6)。若山ら(2011)はへき地の小学校におけ

る全校『学び合い』算数の実践により，児童同士

の会話量，質が高いものとなり，学習成果が向上

したことを明らかにしている 7)。学習に関する会

話量・質や学習成果の向上は学習意欲が高まった

ために起きたことである。しかし，これらは中学

校異学年，小学校全学年を対象としたものであり，

中学校全学年を対象としたものではない。 

また，これまで『学び合い』に関連する研究の

多くは，学級や異学年等の集団が対象であり，集

団がどのように変容するのかについて述べられて

いる。個人を対象とした研究は少ない。そこで本

研究では，集団ではなく個人に焦点を置く。そし

て，学習意欲の低い子に着目する。 

 

Ⅱ 研究の目的 

全校『学び合い』英語において，学習意欲の低

い生徒はどのような変容をし，どのように学習し

ているのかを明らかにする。 
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Ⅲ 研究の方法 

1 調査対象 

学習意欲の低い生徒は，教師にインタビュ

ー調査を行い，選定した。 

新潟県公立 N中学校  

1年 2名 2年 3名 3年 1名 計 6名 

2 調査期間 

平成 27年度 

10月 13日，12月 9日，11 日 

3 調査方法 

全校『学び合い』英語の授業で，学習者全

員の発話をボイスレコーダーで記録した。ま

た授業の様子を 2台のビデオカメラで記録し

た。加えて，学習意欲の低い生徒に対してイ

ンタビュー調査を行った。 

4 分析方法 

〈分析 1〉 

学習意欲の低い生徒を選定するために調査を

行った教師に，全校『学び合い』英語時の気に

なる子の様子について，インタビュー調査を行

う。 

(質問項目) 

Q1, 先生の授業と比べて学習意欲の低い生徒の

様子の変化はありますか？ 

Q2, どのような変化がありますか？ 

〈分析 2〉 

全校『学び合い』英語時に，学習意欲の低い

生徒の会話がどれだけ又，どのように発生して

いるのかを検証するため，学習意欲の低い生徒

の会話を量的・質的側面から分析をする。 

〈分析 3〉 

学習意欲の低い生徒に全校『学び合い』英語

時の行動についてインタビュー調査をし，分析

をする。 

(質問項目) 

Q1, 普段の授業と比べてどのように学習に向き

合いましたか？ 

Q2, なぜそのように向き合いましたか？ 

 

Ⅳ 結果と考察 

全校『学び合い』英語において，学習意欲の低

い生徒は仲間と協同したり，1人で課題に取り組

んだり，学習意欲の高まった様子が見受けられた。

また，特別支援の生徒に対して有効な実践である

ことが明らかになった。 

※詳細は当日発表する。 

 

引用・参考文献及び Webサイト 

1) 文部科学省：「幼稚園，小学校，中学校，高等

学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改

善について(答申)」,2008 

2) 国立教育政策研究所：『平成 27年度 全国学

力・学習状況調査の結果について(概要) 別

紙』,2015年(平成 27 年 11 月 15 日閲覧) 

http://www.nier.go.jp/15chousakekkahoukok
u/summary.pdf 

3) 国立教育政策研究所：「学習意欲向上のための

総合的戦略に関する研究」,2007年(平成 27 年

11 月 15 日閲覧) 
https://www.nier.go.jp/05_kenkyu_seika/pdf
_seika/h18/seika_h18_20_2.pdf 

4) 西川純：「クラスが元気になる! 『学び合い』

スタートブック」,学陽書房,2010 

5) 中島千博・三崎隆・西川純・水落芳明：「中学

校社会科における『学び合い』に関する臨床研

究-第 3学年における 1年間の継続的な実践を

通して-」,臨床教科教育学会誌.第 2巻.第 1

号.P18-28, 臨床教科教育学会,2003 

6) 小林秀樹・西川純：「中学校理科における異学

年の学び合い」,臨床教科教育学会誌.第 9巻.

第 1号.P27-34, 臨床教科教育学会,2009 

7) 若山浩子・伊藤善隆・西川純：「へき地・小規

模・複式学級を有する学校における全校『学び

合い』算数の実践」,臨床教科教育学会誌.第

11巻.第 1号.P77-88, 臨床教科教育学会,2011 
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道徳を軸とした，日常生活の自己評価に関する事例的研究 

－行動の記録に着目して－ 

 
○町田栄一  

西川 純  
 

 
要約 

 本研究では，『学び合い』の考えに基づいた道徳の授業において，自己評価シートを作成し，自

己評価することで子どもの日常生活における道徳に関する意識にどのような影響を与えるのか明

らかにすることを目的とする。その結果，日常生活の行動に対して道徳に関する意識づけができ

ることが明らかとなった。 
 

キーワード：道徳，『学び合い』，自己評価 
 
Ⅰ 問題の所在     

文部科学白書（2007）では，「近年，子どもの心

の成長にかかわる現状については，子どもを取り

巻く環境の変化，家庭や地域社会の教育力の低下，

体験の減少等の中，生命尊重の心の不十分さ，自

尊感情の乏しさ，基本的な生活習慣の未確立，い

わゆる小 1プロブレムや学級崩壊などに見られる

ような自制心や規範意識の低下，人間関係を形成

する力の低下など，子どもの活力が弱っている傾

向が指摘されている」と述べている１）。児童生徒

の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査

（2015）では，人間関係の形成では「いじめの問

題」や「校内暴力の増加」などがあり，早急に対

応する必要があるとしている２）。 

以上のことから，子どもの人間関係を形成する

力の向上，道徳的意識の向上が必要不可欠である。 

文部科学省（2008）は，道徳教育は道徳の授業

の時間を要として学校の教育活動全体を通じて行

うものとしている３）。さらに，文部科学省（2008）

は，学校の道徳教育の指導内容が生徒の日常生活

に生かされる必要がある４）としており，道徳教育

と日常生活は密接な関係があることが分かる。       

その一方で，文部科学省（2014）は「現行の道

徳目標は，道徳的実践力を育成するという方向性

だけを打ち出した目標であって，行動目標になっ

ていないために，客観的な信頼性のある評価がし

にくい」とあり，道徳の評価が困難なことが指摘

されている５）。  

安彦（1979）は評価において，「教師の評価は絶

対ではなく，子どもの自己評価にプラスに働きか

ける教育評価の在り方を追求しなければいけない」

としている６）。自己評価の研究として，杵淵（2006）

は小学校社会科７）中井（2008）は中学校理科８）

の『学び合い』において，子ども同士で多くの相

互評価を含むことになるため，学習者の自己評価

に妥当性があることを明らかにした。教科学習以

外で関口（2011）は道徳の授業における自己評価

が道徳的価値を自分の姿に近づけながら考えるこ

とができるようになることを明らかにした９）。 

以上のことから，子ども同士が相互に関係する

ことによって行う自己評価は妥当性があり，自己

評価は道徳的価値を考えることのきっかけになる

ことが明らかとなった。 

そこで，『学び合い』の授業で作成した自己評価

シートを使い，日常生活の行動を自己評価するこ

とによって子どもの道徳に関する意識が変容する

のではないかと仮定した。 
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Ⅱ 研究目的 

本研究では，『学び合い』の考えに基づいた道徳

の授業において，自己評価シートを作成し，自己

評価することで子どもの日常生活における道徳に

関する意識にどのような影響を与えるのか明らか

にすることを目的とする。 
 

Ⅲ 研究方法 

1 調査対象 

N県 N中学校 第３学年 39 名 

特別支援学級の生徒も 1名含む 

2 調査期間 

平成 27年６月～７月，９月～11月 

3 調査方法 

1）自己評価シートの作成と自己評価 

『学び合い』の授業において自己評価シー

トを作成し，日常生活の自己評価を行った。 

※この授業以外の道徳の授業は一斉指導で

行った。 
  2）アンケート調査 

   子どもの道徳に関する意識の変化を調査す

るために２つのアンケート調査を実施した。 

アンケート１ 

①今までの道徳の授業に比べて，今回の道徳の

授業はどんなことを感じましたか？ 

②今回の道徳の授業を受けてから，日常生活の

中で意識することに変化はありましたか？ 

③道徳に関して，日常生活の中で具体的にどん

なことを意識しましたか？ 

質問項目１，３は自由記述 ２は選択式で行った。 

 

アンケート２ 

①日常生活の中で友達との関わりにどんなこ

とに変化がありましたか？ 

②道徳に関して，先月と比べて日常生活で意識

することに変化はありましたか？ 

③道徳に関して，先月と比べて日常生活の中で

具体的にどんなことを意識しましたか？ 

質問項目１，３は自由記述 ２は選択式で行った。 

アンケート２に関しては９月，１０月，１１月

と継続して行う。 

3）ボイスレコーダーの記録 

ボイスレコーダーで授業中の発話を記録した。 

4 分析方法 

（1）子どもの自己評価と教師の評価を比較し，

自己評価の妥当性を検証する。 

（2）アンケートの結果や自己評価シートの記述

内容，子どもの発話内容を質的に分析する。 

 

Ⅳ 結果・考察 

 『学び合い』で自己評価シートを作成し，自己

評価することによって，日常生活の行動に対して

道徳に関する意識づけができることが明らかとな

った。 

※詳細ついては，当日発表する。 

 

引用文献 

1）文部科学白書：第 1部 第 2章 「教育新時代」

を拓（ひら）く初等中等教育改革，2007. 

2）文部科学省初等中等教育局児童生徒課：児童生

徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する

調査，2015. 

3）文部科学省：中学校指導要領「第１章 総則」，

2008. 

4）文部科学省：中学校指導要領「第３章 道徳」，

2008. 

5）文部科学省： 教育課程部会 道徳教育専門部会

（第 6回）配付資料  資料 2道徳教育の評価に

ついて，2014. 

6）安彦忠彦：学校の教育課程編成と評価，

pp.208-213，明治図書，1979. 

7）杵渕眞：学び合いの授業における子ども自身に

よる評価基準づくりの研究,６年社会科の授業

から,上越教育大学大学院修士論文,2006. 

8）中井弘子：『学び合い』による中学校理科授業

における自己評価に関する研究，上越教育大学

大学院修士論文，2008. 

9）関口大介：道徳の授業における自己評価が児童

の道徳性に及ぼす効果に関する研究，上越教育

大学大学院修士論文，2011.  
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アクティブ・ラーニングにおける ICT 教育についての研究 

- 生徒の自由なタブレット端末の使用に着目して - 

 

 ○伊藤 大輔（福島県金山町立金山中学校） 

   ○飯野 弘人（上越教育大学教職大学院） 

  ○川口 博貴  

西川 純 （上越教育大学教職大学院） 

 

 
要約 

  本研究の目的は，アクティブ・ラーニングにおけるタブレット端末の使用に関して分析し，その傾向

を明らかにすることである。そのため，タブレット端末の適正台数について，タブレット端末の使用歴

による使用方法の違いについて，学習習熟度の違いによるタブレット端末の使用方法と使用頻度につい

ての３つの観点から調査を行なった。分析の結果，台数は複数人に１台が適正であること。使用歴によ

る使用方法に大きな違いはないこと。学習習熟度が高い生徒はあまりタブレット端末を使用しない傾向

にあることが明らかになった。 

 

キーワード：『学び合い』，アクティブ・ラーニング，ICT，タブレット端末 

 
Ⅰ 問題の所在 

文部科学省(2014)1)は，「中等教育における教育

課程の基準等の在り方について」において，教師

は「課題の発見と解決に向けて主体的･協働的に学

ぶ学習（いわゆる「アクティブ・ラーニング」）や，

そのための指導の方法等を充実させていく必要が

ある」ことを指摘し，アクティブ・ラーニングの

実践を教師に求めている。その背景には，自ら課

題を発見し，その解決に向けて主体的･協働的に探

究できる力を含む，新しい時代に必要となる資質

や能力を育成しようとするねらいがある。つまり，

将来的な目で子どもに必要な教育を考えると，生

徒が主体的・協働的に学ぶことのできる授業が今，

求められているのである。 

この主体的・協働的な学習を助長できる可能性

として ICT の活用が挙げられる。ICT の活用に関

して，文部科学省(2014)2)は，その第一の意義と

して，「課題解決に向けた主体的・協働的・探究的

な学びを実現できる点」を挙げている。横山ら

(2014)3)はタブレット端末を活用した協働学習の

授業を行った。その結果，タブレット端末を使う

ことで，実際に生徒が協働的に学習する姿が見ら

れ，さらに学習意欲や問題解決への意欲が高まる

という結果が出ている。この他にも，現在までに

ICT 分野に関する研究は多岐に渡り進められてい

る。しかし生徒が主体となって ICT機器を活用す

るアクティブ・ラーニングの研究は数少ない。 

 その中でも前田，田中，倉田(2015)4)は，ジグ

ソー学習でのタブレット端末を使用した授業を行

なっている。その結果，生徒が互いに教え合いな

がらタブレット PC を活用し課題解決を行うこと

は可能であるということが明らかになった。また，

アクティブ・ラーニングにおけるタブレット端末

の使用についての研究として，辰島(2012)5)は，

キャリア教育と情報リテラシーの授業において，

タブレット端末の利用を試みた。その結果として，
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計画性や協調性，批判的な視点など汎用的な能力

が身についたことなどが成果としてあげられた。 

しかし，これらの研究で提示されている使用方

法は，教師側からの指示によるものである。「学生

が主体的に問題を発見し解を見いだしていく」と

いうアクティブ・ラーニングの定義と照らし合わ

せると ICT機器の使用方法自体も生徒にゆだねる

ことで，さらに生徒の能動的な学習を促すことが

できると考える。そのように学習者に ICT 機器の

使用方法を委ねられる授業方法として『学び合い』

が挙げられる。西川(2015)6)は，主体的・協働的

な学習を促すアクティブ・ラーニングの一例とし

て『学び合い』の有効性を述べている。『学び合い』

の授業においては，特別支援学級の生徒もそれぞ

れの課題の達成を目指して同じ空間で学習する。

そのため特別支援を要する生徒も含めての協働的

な学習が期待できる。しかし，現在のまで『学び

合い』の授業において，生徒に ICT機器の使用方

法の限定や制限をせず自由に使用させたときの実

態は明らかにされていない。 

 

Ⅱ 研究の目的 

 生徒の主体性を最大限に引き出す使用法によっ

て授業をデザインし実施した場合の生徒の ICT活

用の実態を明らかにすることをねらいとする。 

 

Ⅲ 研究の方法 

１ 調査対象 

 N県公立 N中学校 全校生徒 103名 

（※特別支援学級に所属する３名の生徒を含む） 

２ 調査期間 

  平成 27年 4月～7月，9月～12 月 

３ 調査方法 

『学び合い』英語の授業において，タブレ

ット端末（iPad）を生徒に自由に使用させた

ときの様子をボイスレコーダーと動画で記

録した。またアプリケーションを使って生徒

が使用している最中のタブレット端末の画

面を録画した。 

４ 分析方法 

（１）アクティブ・ラーニングにおける，タ   

      ブレット端末の適正台数について調 

      査する。１人１台使える環境を設定し， 

      その上で１校時におけるタブレット 

      端末の使用された台数を集計する。 

（２）タブレット端末の使用歴による使用方 

      法の違いについて調査する。生徒がタ 

      ブレット端末を使用する際に，その画 

      面を録画する。その記録より生徒がど 

      のように使用しているかを分類し，学 

      年別に分け，比較する。  

（３）習熟度の違いによる，タブレット端末 

      の使用方法と使用頻度について調査 

      する。生徒がタブレット端末を使用す 

      る際に，その画面を録画する。その記 

      録よりどの生徒がどのように使用し 

      ているかを使用方法別に分けて集計 

      し，習熟度別に分け，比較する。 

 

Ⅳ 結果と考察 

※詳細については当日発表する。 

 

参考・引用文献及び Webサイト 

１) 文部科学省：「中等教育における教育課程の

基準等の在り方について（諮問）」，2014. 

２) 文部科学省：「ICTを活用した教育の推進に関

する懇談会」，2014. 

３) 横山隆光;竹中正仁;加納由佳里;渡邉恵子;  

長井円覚;西川敏克;中山雄一郎;鈴木淳子：

「中学校数学・理科におけるタブレット PC

と電子黒板を活用した協働学習」，日本教育

情報学会学会誌，第 29巻第 3号・4号合併号，

2014. 

４) 前田拓也; 田中秀明; 倉田伸：「タブレット

PC を生徒が主体的に活用する授業デザイン

の提案」，長崎大学教育学部附属教育実践総

合センター紀要¸14巻 pp.307-314，2015. 

５)  辰島裕美：「キャリア教育と情報リテラシー

の授業におけるタブレット端末利用の試み-

アクティブラーニングの視点から-」，情報プ
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個別に支援を要する児童・生徒のやる気と学力を 

     向上させるアクティブ・ラーニング『学び合い』の導入 

 

○柴田 淳（胎内市立築地中学校）  

西川 純（上越教育大学教職大学院）                                   

 

 
要約 

 文部科学省（2002）によると，知的発達に遅れはないものの,学習や行動面で著しい困難を示す児童・

生徒の割合が全体の 6.3％,特に学習面で困難を示す割合は 4.5％であると述べている。アクティブ・ラ

ーニング『学び合い』を実施するという学習過程において,上記の要素を含む,個別に支援を要する児童・

生徒が,他者との関わりの中で,学習意欲と学力を向上させる過程と成果を報告する。 

 

キーワード：『学び合い』,合理的配慮,アクティブ・ラーニング,キー・コンピテンシー 

 
Ⅰ 問題の所在 

 国立特別支援教育総合研究所は,「特別支援教育に関

わる統計情報」（2015）1)の中で,多くの小中学校におい

て,広汎性発達障害をはじめとする高機能自閉症,ADHD

症候群,アスペルガー症候群等の発達障害のある児

童・生徒が増えてきており,その指導の在り方や様々な

対応に苦慮している学校が年々増加していると示唆し

ている。コミュニケーションが苦手なことや他者の心

情を察することが十分にできないことに起因し,良好

な人間関係を築くことができず,いじめやトラブルに

発展する例も多くなっている。調査校においても教育

的なニーズのある発達障害の診断を受けている児童・

生徒や困り感を抱えている子どもが在籍しており,適

切な支援や配慮が求められている状況がある。  

  障害者差別解消法が内閣府より制定（2013）2)され,

全ての国民が,障害の有無によって分け隔てられるこ

となく,相互に人格と個性を尊重し合いながら共生す

る社会の実現に向け,障害を理由とする差別の解消を

推進している。学校現場でも,文科省が明示した合理的

配慮を駆使し,児童・生徒の対応に尽力している。学校

において,子ども一人一人がそれぞれの個性や能力を伸

ばして「心豊かにたくましく生きるための基礎を培う

こと」は学校教育の重要な役割である。また,「確かな

学力」の定着も同時に求められる。中央教育審議会

（2014）3)は,子供の発達や学習者の意欲・能力等に応

じた柔軟かつ効果的な教育システムの構築の必要性を

指摘し, 現在の学校制度が,必ずしも子供の発達や能力

に応じた効果的な制度とはなっておらず,子供の自信や

可能性,能力を引き出す教育を行うことができる制度の

構築が急務であると述べた。従来の教師主導の教育で

は,個別に支援を要する生徒を含む授業において,思考

の拡張や他者との関わり合いを充実させ,生徒自らが進

んで学習することがより困難となる。このような現状

を踏まえ,教育再生実行本部は,第七次提言（2015）4)の

中で,学生が主体性を持って多様な人々と協力して問題

を発見し解を見いだしていく能動的学修(以下「アクテ

ィブ・ラーニング」)の重要性を示唆し,OECD はプロ

グラム「コンピテンシーの定義と選択」（DeSeCo）
（2003）5)の中で, 多様な社会グループにおける人間関

係形成能力（自己と他者との相互関係）と自律的に行

動する能力（個人の自律性と主体性）の重要性を述べ

ている。 
 家本（1986）は,「子ども同士が励まし,助けあう民主

的な集団関係を作り出し,友情と連帯に結ばれた学級の

重要性」6)を指摘し,佐藤（2000）は,「学びは,他者との

交わりを通して達成される営みである。」7)と述べた。
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また,西川（2011）8)が提唱する『学び合い』はアクテ

ィブ・ラーニングの定義である「学修者が能動的に学

修することによって,認知的,倫理的,社会的能力,教養,知
識,経験を含めた汎用的能力の育成を図る。」を満たす学

習活動であると明らかになった。 
 本研究では, 個別に支援を要する児童・生徒がやる気

と「確かな学力」を身に付けるためにアクティブ・ラ

ーニング『学び合い』を実施することで,学習意欲がど

のように変容するか,学習内容がどれだけ定着している

かを明らかにすることを目的にしている。  

  
Ⅱ 研究目的 

 本研究では, 個別に支援を要する児童・生徒がやる気

と「確かな学力」を身に付けるためにアクティブ・ラ

ーニング『学び合い』を実施する前後で,学習意欲がど

のように変容するか,学習内容がどれだけ定着している

か「意欲の向上と学力の向上」を比較検討し,より有効

な導入について明らかにすることを目的にしている。 
 
Ⅲ 研究方法 

１. 調査対象 
 Ｎ県公立小学校（２８人）※１ 
  （対象児童 ４年男児）  
 N県公立中学校１,２学年（７１人）※２ 
 （対象生徒 ２年男児） 
２. 調査期間 
 平成２６年９月〜１１月 ※１ 
 平成２７年９月〜１２月 ※２ 
３. 調査方法 
（調査１） 
 全校算数『学び合い』の場面において,対象児童が,
９月,10 月,11 月の計３回の『学び合い』の授業中にお

ける発話内容を抽出し,学習意欲の向上と既習事項の定

着度を調査・分析する。 
（調査２） 
 N県が月１回行っている,web配信テストの過年度の

課題をアクティブ・ラーニング『学び合い』を活用し,
異学年で実施する。導入前後における,学習意欲の変化

や学習内容の定着率を調査・分析する 
４. 分析方法 
（１）児童にボイスレコーダーを付け,学習中の会話を 
   記録し,質的に分析する。 

（２）授業後に行う振り返りアンケートを基に,児童の 
   学習の様子を量的に分析する。 
（３）web配信テストの平均点を導入前,導入後に分け, 
     量的に分析する。 
 
Ⅳ 結果・考察 

 本研究では,個別に支援を要する児童・生徒がやる気

と確かな学力を身に付けるためにアクティブ・ラーニ

ング『学び合い』が有効であることが明らかとなった。

また,周囲との人間関係が向上することも明らかとなっ

た。しかしながら,今回の調査は 2 校で行われており,
サンプル数として十分とは言えない。 
 今後は,上記のことを考慮し,長期にわたる調査を行

い,より効果的な教師や介助員の支援体制や導入時期を

学校の様々な行事と関連付けて調査をしていく。 
 
Ⅵ 引用参考文献 

1）国立特別支援教育総合研究所：「特別支援教育に関 

  わる統計情報」 
http://icedd.nise.go.jp/index.php?page_id=118 
          （閲覧日：2015年11月26日） 
2）内閣府：「障害者施策」「障害者差別解消法」 
 http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/seisaku_iinkai/ 
          （閲覧日：2015年11月20日） 
3）中央教育審議会：「子供の発達や学習者の意欲・能 
  力等に応じた柔軟かつ効果的な教育システムの構 
  築について（答申）」pp3—5,文部科学省,2014 
 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/ 
          （閲覧日：2015年9月30日） 
4）教育再生実行会議：第７次提言 
 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/teigen.html 

                   （閲覧日：2015年10月19日） 
5）文部科学省：OECDにおける「キー・コンピテン 
  シー」について 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/016/siry

o/06092005/002/001.htm（閲覧日：2015年11月20日） 

6）家本芳郎：『教師に送る「指導」のいろいろ』, 
  高文研,pp.101−120,1986． 
7）佐藤学：『教育改革をデザインする』,岩波書店,pp. 
  97−130,2000. 
8）西川純：『高校教師のためのアクティブ・ラーニン 
  グ』,東洋館出版社,pp.12−23,2015     
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アクティブ・ラーニング導入後における児童の学習効果に関する研究 

～人間関係と学力の相関について～ 

 

○鈴木 翔（上越教育大学教職大学院） 

西川 純（上越教育大学教職大学院） 

 

 

要約 

 アクティブ・ラーニングを初めて本格的に導入する学級において，単元を通しての人間関係の変

化と学力の相関について明らかにすることを目的とする。小学校３年生理科での１単元を通して，

『学び合い』を実施し分析した。その結果，従来の一斉指導では関わり合いが少ない児童間での関

わり合いが多くなること，それに伴い学習内容の定着が明らかになった。 

 

キーワード：アクティブ・ラーニング，『学び合い』，人間関係，行動・会話分析，学力 

 

Ⅰ 問題の所在 

  学級経営研究会（2000）は，近年の学級におい

て授業中の立ち歩きや私語などによって授業が成

立しない状況を「学級がうまく機能しない状況」

ととらえた。「学級がうまく機能しない状況」と

は，「子どもたちが教室内で勝手な行動をして教師

の指導に従わず， 授業が成立しないなど， 集団

教育という学校の機能が成立しない学級の状態が

一定期間継続し， 学級担任による通常の手法では

問題解決ができない状態に立ち至っている場合」

を指している１）。同研究会（1999）はその要因と

して「学級担任の指導力不足の問題や学校の対応

の問題，子どもの生活や人間関係の変化及び家

庭・地域社会の教育力の低下などが考えられるこ

と」を示した２）。その中，文部科学省は学習指導

要領改訂の基本的な考え方において「生きる力」

の内容について，主要能力（キーコンピテンシ

ー）を「知識基盤社会」の時代を担う子どもたち

に必要な能力と定義づけている。この能力の中に

は，多様な社会グループにおける人間関係形成能

力も含まれており，人間関係形成の必要性があげ

られる。 

 中央教育審議会（2014）は新しい時代に必要と

なる力を子どもたちに育むために，課題の発見と

解決に向けて主体的･協働的に学ぶ学習（いわゆる

「アクティブ・ラーニング」）や，そのための指導

の方法等を充実させていく必要性を示唆している
3)。また議中央教育審会（2008）はアクティブ・ラ

ーニングを通して様々なスキルの習得にも注目し

ている。そのスキルの中にはコミュニケーション

能力やチームワーク，課題解決力が含まれる 4)。 

文部科学省（2012）はアクティブ・ラーニング

を次のように定義している。「教員による一方向的

な講義形式の教育とは異なり，学修者の能動的な

学修への参加を取り入れた教授・学習法の総称。

学修者が能動的に学修することによって，認知

的，倫理的，社会的能力，教養，知識，経験を含

めた汎用的能力の育成を図る。発見学習，問題解

決学習，体験学習，調査学習等が含まれるが，教

室内でのグループ・ディスカッション，ディベー

ト，グループ・ワーク等も有効なアクティブ・ラ

ーニングの方法である」とされている 5)。 

 今までにもアクティブ・ラーニングの手法をも

ちいた研究はあり，関田ら(2001)は，荒れを経験

した中学校において，日常的な授業で小集団を積

極的に活用した協同学習の手法が用いられている
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中学校で，協同学習観を問う質問紙調査を行い，

協同学習は生徒の人間関係改善に有効なことが示

され，全国平均よりも学習意欲も高いという結果

を得ている 6) 。そこで本研究では，アクティブ・

ラーニングを導入することで人間関係と学力との

相関についての研究を構想した。 

 市川（2005）はアクティブ・ラーニングの手法

『学び合い』において人間関係と学力との相関に

ついて小学校３年生算数の学習での研究で，グル

ープ学習時の会話の量と質は学力向上とその定着

に大きくかかわっていることが明らかにした 7)。

しかし，他教科において同等の結果がでるかの検

討にまでは至っていない。本研究では，小学校３

年理科において人間関係の変容と学力の変容が見

られることが明らかにすることを目的に研究を行

った。 

  

Ⅱ 研究目的 

アクティブ・ラーニングを初めて本格的に導入

する学級において，単元を通しての人間関係の変

化と学力の相関について明らかにすることを本研

究の目的とする。 

  

Ⅲ 研究方法 

１ 調査対象 

 新潟県 J市立 T小学校 3年生 

  児童数:22名 ( 男子:9名，女子:13名 )より８  

名を QUテストの各群（学校生活満足群・侵害行  

為認知群・非承認群・学級生活不満足群〔要支

援群〕）より前年との比較を行い、変化のない児

童各２名をランダムで抽出した。 

２ 調査期間 

 平成 26年 11月～12月  

３ 活動手続き 

 理科「明かりをつけよう」全 7単位時間 

４ 調査方法 

 ・ビデオカメラを教室の前方と後方の計 2台設

置し，児童・教員・授業者の様子を記録し

た。 

 ・児童・教員・授業者にボイスレコーダーをつ

け会話を記録した。 

 ・児童には授業後に毎回，振り返りシートを記

入させ，そのコピーを記録した。 

 ・児童にインタビュー調査を実施した。 

 ・業者テストの実施前・実施後の点数の推移を

比較した。 

５ 分析方法 

・児童が授業中に学習課題に取り組む様子より， 

児童間の関わり合いをみる。 

・振り返りシートより，児童の関わり合いの内 

容を抽出し，単元を通しての各児童での関わ 

り合いの変容を各単元で比較する。 

・児童にインタビュー調査をし，関わり合いにつ

いての変化をみる。 

・業者テストのアクティブ・ラーニング実施前・

実施後の点数の推移，全国平均との比較を行っ

た。 

 

Ⅳ 結果 

 アクティブ・ラーニングを導入することによ

り，人間関係の変容と学力の変容が見られること

が明らかとなった。また、要支援群の児童に関し

ても、授業に関する発言数や他の児童に自ら関わ

る回数に変化が見られた。 

※詳細については当日発表する。 
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『学び合い』導入時の授業における教師の働きかけに関する事例的研究 

―実践歴の異なる授業者に着目して― 

 

○橋本 和幸（上越教育大学教職大学院） 

○國友 芽意（上越教育大学教職大学院） 

         西川   純（上越教育大学教職大学院） 

 

 

要約 

本研究の目的は，以下の２点である。 

①『学び合い』授業の導入時において，実践歴の異なる教師の働きかけの違いを明らかにすること。 

②クラス集団への働きかけによる「気になる子」の行動の変容を明らかにすること。 

授業者の授業中における発話とインタビュー調査の分析を行った結果，『学び合い』導入時において，

実践歴の差によって働きかけに違いが生じることが明らかとなった。また,学級担任にインタビューを

して抽出した「気になる子」の発話分析を行った結果,友だちとの関わりが増えたり,学習に集中する時

間が増えたりすることが明らかになった。 

 

キーワード：アクティブ・ラーニング，『学び合い』，言葉がけ，可視化 

 

Ⅰ 問題の所在 

中央教育審議会（2012）は，教員に求められる

資質能力として「新たな学びを展開できる実践的

指導力（知識・技能を活用する学習活動や課題探

究型の学習，協働的な学びなどをデザインできる

指導力）」を挙げている 1)。また，中央教育審議会

は同年の答申において，従来のような知識伝達・

注入を中心とした授業から，教員と学生が意思疎

通を図りつつ，一緒になって切磋琢磨し，相互に

刺激を与えながら知的に成長をする場を創り，学

生が主体的に問題を発見し解を見出していく能動

的学習（アクティブ・ラーニング）への転換が必

要である 2)と指摘している。 

入江(2015)は，アクティブ・ラーニングにおい

ては，教師自身がファシリテーターであり，コー

チであることを自覚する必要がある 3)としている。

また，ロバート（2004）はファシリテーターにつ

いて「敬意を表し，よい人間関係を構築し，先入

観を捨て，棒を手渡し，見て，聞いて，学び，失

敗から学び，自らに批判的で自分自身を見つめ，

柔軟性を持ち，助け，分かち合い，そして正直で

あるべきである」と述べている 4)。このことから

も，教師の授業中における役割は，学習者に対し

ての一方向的な教授形式から，学習者同士の人間

関係を構築する役割に変容しつつあることが読み

取れる。 

教師の役割について，ファシリテーターとして

の「よい人間関係を構築」することに焦点を当て

た際，目黒（2004）は，子ども同士の関わりが生

まれるためには，教師が子ども集団に対して，子

ども同士の関わり合いが生まれるような間接的き

っかけを与えることが有効であるとしている 5)。

さらに，同研究において，教師の働きかけをきっ

かけとして，子どもたちが自らの力で良い人間関

係を形成していくことができることも明らかとな

っている 6)。このように，教師が子ども集団へ働
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きかける役割をもつ授業の一つに，西川（2014）

の提唱する『学び合い』がある 7)。『学び合い』は，

「学校観」「授業観」「子ども観」の３点からなり，

学習者相互の自由なコミュニケーションから課題

達成を目指す学習である 8)。また，西川（2015）

は，アクティブ・ラーニングの一つとしても，こ

の『学び合い』の考え方を用いた授業を提案して

いる 9)。 

『学び合い』の授業における教師の働きかけに

ついて，小林・西川（2007）は，「目標」「可視化」

「課題」「賞賛」の発話が顕著であることを明らか

とした 10)。その上で，小崎ら（2008）の研究では，

小林・西川（2007）の研究の妥当性を実証してい

る 11)。また，三石ら（2012）は，実践歴が同じ授

業者３名で研究を行ったが，それぞれの言動には

差がみられないとしている 12)。しかし，この研究

は実践歴の異なる教師の働きかけについて着目し

たものではない。さらに，西川（2015）は『学び

合い』の授業導入時に授業者が不安を感じると危

惧している 13)ものの，三石らの研究において調査

対象となった学級集団は『学び合い』導入時か定

かではない。 

 

Ⅱ 研究目的 

本研究は，以下の２点を明らかにすることを目

的とする。 

①『学び合い』授業の導入時において，実践

歴の異なる教師の働きかけの違いを明らか

にすること。 

②クラス集団への働きかけによる「気になる

子」の行動の変容を明らかにすること。 

Ⅲ 研究方法 

１ 調査対象 

 ・授業者Ａ（現職派遣院生，教職歴 11 年，『学

び合い』実践歴 3年） 

・授業者Ｂ（学卒院生，教職歴，実践歴 0年） 

・N県 N小学校 児童７名 

２ 調査期間 

   平成 27年 9月〜12月 

３ 調査方法 

・学習における教室全体の様子を撮影するため，

教室の対角線上にビデオカメラを設置して記

録する。 

・ICレコーダーを教師と児童に１人１台ずつ配

布し，発話を記録する。 

・学級担任にインタビューを行い,学級集団の中

で「気になる子」を調査する。 

４ 分析方法 

⑴毎時間のビデオカメラの映像と音声記録をも

とに，授業者の授業中における発話のプロト

コルを作成し,教師の働きかけを全体へ向け

てと個人に向けての２種類に分類する。  

⑵毎時間のビデオカメラの映像と音声記録をも

とに，授業者の働きかける視点を明らかにす

る。 

⑶毎時間のビデオカメラの映像と音声記録をも

とに，授業者がどのような思いを持って発話

したかについてインタビュー調査を行う。 

⑷学級担任へのインタビュー調査から挙がった

「気になる子」７名（学習意欲３名,友達関

係２名,発言２名）について,プロトコルとビ

デオカメラの映像からカテゴリー分類を行

う。 

Ⅴ 結果・考察 

 『学び合い』導入時において，教師の実践歴の

差による働きかけの違いが生じることが明らかと

なった。 

 「気になる子」の学習意欲・人間関係・発話に

ついては,勉強に向かう時間が増える,関わる人数

や会話する時間が増える,自ら友だちに教えにい

くという変容が見られるようになった。 

※詳細については当日発表する。 
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授業で創る学級内の居場所に関する事例的研究 

 

○莅戸  翠（上越教育大学教職大学院） 

○野田 大貴（上越教育大学教職大学院） 

西川  純（上越教育大学教職大学院） 

 

 

要約 

 本研究の目的は，アクティブ・ラーニングの１つである『学び合い』の考え方を用いた授業を受けた

場合の，児童の共同体としての意識や，学級における所属感，児童の意識と学級満足度との相関関係等

を明らかにすることである。その結果，一斉指導と比較した際に，『学び合い』の考え方に基づいた授

業実践の方が，特別なニーズを抱える児童もクラスの一員であるという認識が高まるとともに，授業に

対してより充足感をもてるようになるということが明らかとなった。また，調査を進める中で，友人と

一緒に考えたり，話し合ったりする活動に対して，意欲的に捉えている児童が多いということも明らか

となった。 

 

キーワード：協同作業認識，所属感，アクティブ・ラーニング，『学び合い』 

 

Ⅰ 問題の所在 

近年，メディアや書籍などで「居場所」という

言葉をよく目にするようになった。1983年頃から

は「独りぼっち化現象」が進み，家庭ではテレビ

ゲームとパソコンばかりで遊ぶ子どもが増えてい

ると指摘され1)，学校は自分の意見を言う安全が

保障されず，人に共感したり感動したり憤ったり

といった感性をシャットアウトした方が過ごしや

すい環境と化している2)と論じられている。また，

「居場所」が見つからない，急に「居場所」を失

い不安や寂しさ・空虚感にさいなまれるといった

現象が見られるようになり3)，自らの「居場所」

を見出し，確保することが現代を生きる人々にと

って重要となっていることも示唆している。 

この問題に先んじて文部科学省（1992）は，学

校が「子どもが自己の存在感を実感でき精神的に

安心していることができる場所」即ち「心の居場

所」である必要性を提唱している4)が，現在に至

るまで，この子どもの「居場所」をめぐる実態に

関する変化は乏しい。 

実際に，本研究を行うにあたって調査した小学

校の児童の実態においても，比較的学力の高い児

童が多く在籍している反面，自ら考え行動し，そ

れを積極的に表現したり，伝えたりすることが苦

手であるという一面や，他者からの批判や指摘に

弱く，できる限り他者との摩擦を避けて日常生活

を送ろうとする様子が見受けられた。また，特別

なニーズを抱える児童が，学級の中に自らの居場

所を見出しきれていない実態を打破する機会を模

索する必要性があると考えられる。 

また，中央教育審議会（2014）は，「初等中等教

育における教育課程の基準等の在り方について」

の中で，以下のことを指摘している。今後の社会

は現在に比べ，大きく様変わりすることとなるだ

ろう。その際，何事にも主体的に取り組もうとす

る意欲や多様性を尊重する態度，他者と協働する

ためのリーダーシップやチームワーク，コミュニ

ケーションの能力，さらには，豊かな人間性など

の資質･能力を養っていくことが特に重要となる。

これに伴い，教育の在り方も，一人一人の可能性

をより一層伸ばしつつ，新しい時代を生きる上で

必要な資質･能力を，教科等を横断した幅広い視点
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から確実に育んでいくことを目指し，一層の進化

を遂げなければならない。そのために，知識の質

や量の改善はもちろんのこと，学びの質や深まり

を重視することが必要であり，課題の発見と解決

に向けて主体的･協働的に学ぶ学習（いわゆる「ア

クティブ・ラーニング」）や，そのための指導の方

法等を充実させていく必要があるとしている5)。 

上記のような展望を現実のものにするために考

えられる指導法の1つとして，西川（2015）は『学

び合い』を提唱している。『学び合い』とは，「1

人も見捨てない」という願いを前提に置き，子ど

も同士で教え合い，学び合い，自発的に学習する

ことを念頭に置く考え方である。『学び合い』では，

クラスや学年，教科を超えて子どもたちが相互に

学習を進め，全員で課題の解決を図る。この授業

では，広く他者を受容する能力や，主体的に取り

組む能力が一斉指導の授業と比べ，より重要とな

ると述べている6)。 

しかし，初めて『学び合い』の考え方に基づい

た授業を行う児童の協同作業認識や居場所感に，

『学び合い』がどのような影響を及ぼすのかを明

らかにする実践研究はあまりなされていない。 

 

Ⅱ 研究目的 

 本研究の目的は，アクティブ・ラーニングの１

つである『学び合い』の考え方を用いた授業を受

けた場合の，児童の共同体としての意識や，学級

における所属感，児童の意識と学力との相関関係

を明らかにすることである。 

 

Ⅲ 研究方法 

1 調査対象 

新潟県 J市立 T小学校 6年生 

男子児童：13名，女子児童：12名（計 25名） 

※今年度より『学び合い』の考え方を用いた授

業を実践し始めた。 

2 調査期間 

平成 27年 11月～12月 

3 調査内容 

⑴『学び合い』の考え方に基づいた授業の実践

の前に，「協同作業認識尺度」と「小学生版

心理的居場所感尺度」の 2つの尺度を用いた

アンケート調査を行う。 

⑵『学び合い』の考え方に基づいた授業の実践

の後に，再度 2つの尺度を用いたアンケート

調査を行い，⑴の結果と比較する。 

⑶ 授業中の様子をビデオカメラやボイスレコ

ーダーで記録し，その動画や音声を基に，児

童のかかわり方や言語活動，行動などについ

て調査する。 

4 分析方法 

「協同作業認識尺度」と「小学生版心理的居

場所感尺度」という 2つの尺度を用いたアンケ

ート調査を行い，一斉授業時と『学び合い』の

考え方に基づいた授業時で児童の意識にどのよ

うな変化が起こるのかを明らかにする。その際，

授業中の様子を 2台のビデオカメラで記録し，

実際の児童の活動の行動分析を行う。 

 

Ⅳ 結果・考察 

 一斉指導と比較した際に，『学び合い』の考え方

に基づいた授業実践の方が，特別なニーズを抱え

る児童にとっても，クラスの一員であるという認

識が高まるとともに，授業に対してより充足感を

もてるようになることが明らかとなった。 

 ※詳細については，当日発表する。 
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アクティブ・ラーニングを導入するに至った教師の変容に関する事例的研究 

―『学び合い』初見から導入後までの観察を通して― 

 

〇福田  健（上越教育大学教職大学院） 

〇佐々木 譲（上越教育大学教職大学院） 

 〇重岡  慧（上越教育大学教職大学院） 

西川  純（上越教育大学教職大学院） 

 

 

要約 

本研究の目的は，アクティブ・ラーニングの形態の一つである『学び合い』の考えによる授業を知っ

た教師が授業に導入するまでの教師の変容を明らかにすることである。その結果，『学び合い』授業での

子どもの会話や行動の変容，異学年合同授業での特別支援を要する児童の言動やそこに関わる児童の言

動から『学び合い』授業の有効性を実感したことが導入の要因となったことが明らかとなった。また，

授業を重ねるにつれ，担任の教師も授業者同様に可視化や肯定・賞賛といった，個でなく集団に働きか

ける発話を子どもにするようになることが明らかとなった。 

 

キーワード：アクティブ・ラーニング，『学び合い』，教師の変容，子どもの変容 

 

Ⅰ 問題の所在 

文部科学省(2014）は，「初等中等教育における

教育課程の基準等の在り方について（諮問）」にお

いて，「課題の発見と解決に向けて主体的･協働的

に学ぶ学習（いわゆる「アクティブ・ラーニング」），

そのための指導の方法等を充実させていく必要が

ある。」1)と述べている。 

西川(2015)は，アクティブ・ラーニングの手法

の 1つとして『学び合い』による授業を提案して

いる 2)。西川(2011)が提唱する『学び合い』とは，

授業において，主体的・協働的に学ぶ学習集団づ

くりを目指す学習デザインの 1つであり，学習者

の相互関係を重視した学習である３）。田中ら

(2012)は，『学び合い』では，どの児童においても

学級の様々な児童と関わり合って課題解決を図っ

ていることを明らかにしている 4)。 

上記のように児童生徒に関する『学び合い』の

実践の研究については多くのことが明らかになっ

ている。しかし，教師に関する研究はまだあまり

行われていない。 

『学び合い』を継続して行っている学級におい

て藤井ら(2008)は，子どもから教師への働きかけ

は「共有」が多く，子どもは教師を「喜びを分か

ち合う相手」と捉えていることを明らかにしてい

る。また，教師は学習者の主体的な学びを援助す

るという視点に立ち，個の気づきやつまずきを可

視化することで，学級集団に問題を共有させてい

る 5)と述べている。 

小林ら(2007)は，『学び合い』を実践した教師は，

子ども同士のかかわりの中で，気になる子どもの

学習に取り組む姿勢とその周囲の子どもたちの変

容から『学び合い』の有効性を明らかにしている。

また，『学び合い』実践者のみでなく，実践の対象

となった学級の担任教師も同様のことを実感して

いる 6)と述べている。 

谷内ら(2009)は，『学び合い』を導入した教師の
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変容を分析し，教師の役割を指導者から支援者と

捉えるようになることを明らかにしている。また，

『学び合い』が活性化するために「個」から「集

団」を意識した発話へと変容する 7)と述べている。 

しかし，『学び合い』を知らなかった教師が授業

に導入するまでの教師の変容についての研究はな

されていない。 

以上の点から，本研究は『学び合い』授業を参

観する以前からの教師を観察・分析し，『学び合

い』を導入するに至った教師の意識面と行動面の

変容を明らかにする。 

 

Ⅱ 研究目的 

 本研究では，アクティブ・ラーニングを取り入

れようとするも当初不安であった 3・4 年生複式

学級の担任が，『学び合い』授業を見てどのように

変容し，『学び合い』授業を導入することにしたの

かについて明らかにすることを目的とする。 

 

Ⅲ 研究方法 

１ 調査対象 

 N県 J市立 Y小学校 3・4年(複式学級 11名) 

 担任 I教諭(教職歴 18年) 

 ※『学び合い』授業を見たことがない。 

２ 調査実施期間  

 平成 27年 10月～12月 

３ 調査方法 

（1）3・4年複式学級の子ども 11 名と担任教諭，

授業者にボイスレコーダーを装着し，発話を記

録する。 

（2）ビデオカメラ 2 台で授業が行われる教室全

体の様子を対角線上から記録する。 

（3）授業後の授業の振り返りなど，学級担任と

会話する際にボイスレコーダーを装着し，発話

を記録する。 

（4）担任教諭に半構造化面接で以下の項目の質

問を行い，分析を行う。 

 

表 1 質問項目 

1 『学び合い』授業を見る前は，『学び

合い』のことをどう思っていました

か。 

2 『学び合い』を初めて見た時は，どん

なことを思いましたか。 

3 『学び合い』の授業を受けた子どもの

どんな変化を感じましたか。 

4 『学び合い』をやろうと決意したきっ

かけを教えて下さい。 

5 『学び合い』をやろうと決意した前と

後では自身にどんな変化がありました

か。 

 

Ⅳ 結果と考察 

 『学び合い』による授業を継続的に参観した教

師は，授業での子どもの会話や行動，『学び合い』

による授業以外での子どもの変容，異学年合同授

業での特別支援を要する児童の言動やそこに関わ

る児童の言動から『学び合い』による授業の有効

性を実感したことが授業へ導入するに至る要因と

なることが明らかとなった。 

※詳細については，当日発表する。 

 

引用・参考文献 

1) 文部科学省：「初等中等教育における教育課程

の基準等の在り方について」(諮問)，2014. 

2) 西川純：「すぐわかる！できる！アクティブ・

ラーニング」，16-31，学陽書房，2015． 

3) 西川純：「『学び合い』スタートブック」，42-61，

学陽書房，2010. 

4) 田中亜季，三崎隆，小松幹：「理科における『学

び合い』の授業に現れる児童同士の相互作用と

人間関係に関する研究」，臨床教科教育学会誌，

12（2），49-55，2012． 

5) 藤井瞳，水落芳明，西川純：「『学び合い』にお

ける学習者、教師の意識に関する事例的研究」，

臨床教科教育学会誌，8(2)，87-97，2008. 

6) 小林千鶴，西川純：「子ども同士の『学び合い』

を促す教師に関する研究」，臨床教科教育学会

誌，7(1)，17-54，2007. 

7) 谷内香織，西川純：「『学び合い』授業における

教師の変容に関する研究‐『学び合い』導入か

らの長期観察を通して‐」，臨床教科教育学会

誌，9(1)，85-96，2009. 
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                   西川 純 （上越教育大学教職大学院） 

                                              

要約 

 本研究の目的は，私語が多く，注意散漫な多動傾向の児童が『学び合い』の授業の中で，学習内容と

向き合う時間がどのように変容するのか，さらに変容した要因は教師や児童の声がけなのかを明らかに

するものである。普段一斉指導を受けている公立小学三年生を対象に，ICレコーダーやビデオによる発

話内容・授業風景の記録，アンケート調査等を実施した。その結果，抽出児の授業内における発話にお

いて授業に関係した内容が増えたことが明らかとなった。 

 

キーワード：子どもの変容，学習意欲,『学び合い』，多動性 

 

Ⅰ 問題の所在 

 近年，ADHDや LD といった発達障害がメディア

で話題になることが多い。しかし,医師による

ADHDや LDといった診断がされない場合も、私語

や注意散漫な言動から学習上不適応となっている

児童が数多く存在するのも事実である。 

 文部科学省(2012)はそのことについて,生徒指

導提要にて児童生徒の一人一人はその能力におい

ても適正においても千差万別であり，到達水準を

どのように定めたとしても何らかの意味で学習上

の不適応を起こす児童生徒が出てくると述べてい

る 1)。さらに,文部科学省(2012)は,知的発達に遅

れはないものの学習面又は行動面で著しい困難を

示すとされた児童生徒の割合が推定 6.5％存在し

ていることを表明している 2)。この調査は平成 14

年度にも実施されており，そこでは推定 6.3％の

児童生徒が知的発達に遅れはないものの学習面又

は行動面で著しい困難を示すとされている 3)。こ

こで述べる学習面で著しい困難とは、「聞く」「話

す」「読む」「書く」「計算する」「推論する」の一

つあるいは複数に著しい困難を示す場合を指す。

また，行動面で著しい困難を示すとは,「不注意」

「多動性—衝動性」「対人関係やこだわり」につい

て一つか複数で問題を著しく示す場合を指す 4)。 

 しかし,小学校,中学校のいずれにおいても学年

が上がるにつれ,学習面,行動面で著しい困難を示

すとされた児童生徒の割合は小さくなる傾向にあ

る。その要因については, 児童生徒間の関わり合

いが深まり,当該児童生徒が落ち着いた可能性や,

友人関係ができることによって当該児童生徒が学

校に適応できるようになった可能性等が挙げられ

ている 5)。 

 児童生徒が関わり合いながら学習する学習方法

として,西川(2015)6)は『学び合い』を提唱してい

る。『学び合い』とは，「学校は人と折り合いをつ

けたり助けあったりしながら他者との社会的な関

わり方を学ぶ」という学校観，「子どもたちは有能

である」という子ども観の二つから「教師は教え

るのではなく目標と評価を設定し，環境を整え，

学ぶことは子どもたちに任せる」という授業観に

基づき，学級の誰一人も見捨てず，全員が課題を

達成することを児童生徒に求める考え方である 7)。 

 西川ら(2012)は小学校三年生に対して『学び合

い』の授業を展開し,抽出児の会話や行動に周囲の

児童と共に学ぶような変化が見え,業者テストに

よる成績も良好となることが明らかにした 8)。し

かし,教師の言動や児童間の関わりに注目しつつ

抽出児の変容を検証する研究はなされていない。 

 

Ⅱ 研究目的 

 本研究の目的は，私語が多く注意散漫な多動傾

向の児童が『学び合い』の授業の中で，学習内容
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と向き合う時間がどのように変容するのか，さら

に変容した要因は教師や児童の声がけなのか，内

発的なものなのかを明らかにする。 

 

Ⅲ 研究方法 

＜調査対象＞ 

 N県 J市立 T小学校 3年生 

 男子児童：9名 女子児童：13名(計 22名) 

 ※今年度より『学び合い』の考え方を用いた授 

  業を実践し始めた。 

 ※抽出児の選定方法に関しては，調査対象の学 

  級において一斉指導の際に授業内容とは関係 

  のない発話を最もしていた児童を選定する。 

＜調査期間＞ 

 平成 27年 12月 

＜調査内容＞ 

 ⑴ICレコーダーによる発話・会話の記録，ビデ 

    オカメラによる授業風景の撮影 

   授業内での抽出児の様子をビデオカメラや  

  ICレコーダーにて記録し，そこから抽出児の 

  行動や発話，児童間の関わりを調査する。 

  ⑵独自に作成した児童が学習に取り組む姿勢を 

  問うアンケートによる調査 

   毎時の授業にて「本授業でわかったことや 

  感想」「全員が課題達成をするために次回から 

  取り組くむこと」について記述させるのに加 

  えて，単元の中盤，最後に児童の『学び合い』 

  に対する考えについてアンケートし，抽出児 

  をはじめとするクラス全体の学習に対する意 

  識や共同体としての意識の変化を調査する。 

  ⑶インタビューによる調査 

   単元の始めから最後にかけての抽出児の言 

  動から受けた印象を担任の教員にインタビュ 

  ーする。 

 ＜分析方法＞ 

 ⑴ICレコーダーによる発話・会話の分析，ビデ 

  オカメラの解析 

  IC レコーダーによる発話・会話の記録から，  

  抽出児の発話において授業内容に関係する発 

  話数の変化を明らかにする。また，抽出児の 

  発話内容が変化した際，その原因が教師の声 

  がけからなのか，児童間の会話からなのか， 

  もしくは内発的なものなのかをビデオで見ら 

  れる会話と録音された会話記録を比較して検 

  証する。 

⑵アンケートによる調査 

   毎回の授業にて感想と次回の目標を書かせ， 

  それをビデオの映像や発話記録と照らし合わ 

  せることで，抽出児の意識や行動の変容がど 

  の段階で起こったのかを明らかにする。また， 

  単元の中盤と最後に児童の『学び合い』に対 

  する考えについて書かせ，そこから学習に対 

  する姿勢の変化を検証する。 

⑶インタビューによる調査 

   抽出児の授業に取り組む姿勢の変容と周囲 

  の児童との関わり方について，普段から児童 

  を見ている担任の教員にインタビューし，ど 

  の様な印象を受けたかについて検証する。 

 

Ⅳ 結果と考察 

  『学び合い』の考え方に基づいた授業実践を 

 行っていく中で，抽出児の授業内における発話 

 に授業に関係した内容が増えたことが明らかと 

 なった。また，特別支援に関しても有効である  

 ということも明らかになった。 

 ※詳細については，当日発表する。 

 

引用・参考文献 

1)文部科学省：生徒指導提要 第 1章生徒指導の意義と原  

 理 第 1節生徒指導の意義と課題 ３学習上の不適応と  

 生徒指導，2012. 

2)文部科学省：「通常の学級に在籍する発達障害の可能 

 性のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関 

 する調査結果について」，2012. 

3)文部科学省：「通常の学級に在籍する特別な教育的支 

 援を必要とする児童生徒に関する全国実態調査」調査結 

 果，2003. 

4)同上書 2),3). 

5)同上書 2),3). 

6)西川純,間波愛子：「『学び合い』で「気になる子」のい 

 るクラスがうまくいく！」,学陽書房,2015. 

7)同上書 6). 

8)三崎隆,小池佑貴,桐生徹,西川純,水落芳明：「理科授業 

 における「気になる子」の『学び合い』の授業による変 

 容に関する研究」,臨床教科教育学会誌 第 12 巻 1 号， 

 2012，p.55-73. 
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付録２ プロトコル 
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プロトコルの分析について 

 

『学び合い』授業の時の，対象生徒と他の生徒との会話を分析しました。 

各カテゴリーについて，小日向（2006）１）の手法に準拠し，会話を相互的会話，一方的会

話，受け入れ会話，非難的会話，無視行動，注意のカテゴリーに分類しました。 

 

結果 

対象生徒２名とも１回目に比べ２回目のほうが発話回数が増え，特に他者との

会話につながるような発話が増えたことが明らかになりました。 

また、大きく増加したものとして、独り言があります。 

発話数が増えることで，１回目ではあまり行わなかった，周りの生徒に教えて

もらった内容を忘れないようにするために繰り返す独り言が，２回目では増加

することが明らかになりました。 
 

 

相互的会話 調査対象生徒が，聞き手（生徒・授業者・担任・筆者を含める）に

話しかけたり，話しかけられたりすることをきっかけとして，教え

てあげたり，教えてもらったりといったやりとりがみられる場合。 

受け入れ的会話 調査対象生徒が話しかけたときに，聞き手（生徒・授業者・担任・

筆者を含める）が，それに対して返答は 短くも，返答している場合。 

一方的会話 調査対象生徒が，聞き手（生徒・授業者・担任・筆者を含める）に

話しているとき，聞き手が調査対象生徒の話していることを理解す

る如何に 関わらず，調査対象生徒が一方的に話している場合。 

非難的会話 調査対象生徒が，聞き手（生徒・授業者･担任･筆者を含める）に対

し，非難的な言葉を発した場合｡(うるさい，もういいよ等） 

無視 調査対象生徒が，聞き手（生徒・授業者・担任・筆者を含める）に

話しかけても，そのまま違う場所に移動してしまったり，見ていて

もその発言に答えなかったりする場合。  

注意 調査対象生徒が，生徒ないし教師．筆者に注意されている場合。 

独り言 調査対象生徒の目の前に人がいなかったり，誰かに伝えようとして

いるような発言ではなかったりする場合。 

その他 ＩＣレコーダーに録音されている調査対象生徒の声が聞き取れなか

ったり，上記の会話のカテゴリーに当てはまらない場合。 

１）小日向文人（新潟県現職派遣院生）：「長期観察による軽度発達障害児と学び合いの授業の研究」，上越教育大学大学院修士論文，2006 
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対象生徒Ｈ君 

 

 回数 差 

１回目 ２回目  

相互的会話 ８回 ３１回 ２３回 

受け入れ的会話 １１回 ３２回 ２１回 

一方的会話 ０回 １回 １回 

非難的会話 ０回 １回 １回 

無視 ０回 ４回 ４回 

注意 ０回 ０回 増減なし 

独り言 １６回 ３６回 ２０回 

その他 ０回 １回 １回 
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対象生徒Ｔ君 

 

 回数 差 

１回目 ２回目  

相互的会話 ７回 ２８回 ２１回 

受け入れ的会話 １７回 ６６回 ４９回 

一方的会話 ０回 １回 １回 

非難的会話 １回 ４回 ３回 

無視 １回 １回 増減なし 

注意 ０回 ０回 増減なし 

独り言 １５回 ９０回 ７５回 

その他 １回 １回 増減なし 
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平成 27 年度「総合的な教師力向上のための調査研究事業」報告書 

特別支援が必要な子どもに対する指導力を育成する，教職大学院の実習と連携した 

長期インターンシップ（学校ボランティア）計画の作成 

                                              

平成 28 年 3 月 

発 行   上越教育大学 

            新潟県上越市山屋敷町 1 番地 

印 刷   株式会社第一印刷所上越支店 

            上越市大豆 1 丁目 12 番 7 号 
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